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福岡水素エネルギー戦略会議

「水素社会の幕開け」

水素社会システム実証検討分科会
高効率水素製造研究分科会
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2010年10月12日

九州大学 水素エネルギー国際研究センター
尾上 清明

研究開発

福岡水素エネルギー人材育成センター

産業技術総合研究所
水素材料先端科学研究センター

水素ハイウェイの構築

水素タウンの整備

水素エネルギー開発･普及を総合的に推進する取組

「福岡水素戦略～Hy-Lifeプロジェクト～」

「水素エネルギーによる低炭素社会の構築」 福岡の取組
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水素エネルギー新産業の

育成・集積

水素人材育成

世界最先端の
水素情報拠点の構築

水素先端世界フォーラム

社会実証
（実証活動）① 地球温暖化対策の推進

② 新エネルギーの普及促進
③ 地域イノベーションの創出

水素エネルギー製品研究試験センター
５

地球温暖化対策
省エネルギー、エネルギー源の多様化、炭素隔離等すべてを総動員
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再生可能エネルギー

電力消費の効率化

石炭→天然ガス転換

420億t標準シナリオ
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末端燃料消費の効率化

230億t

270億t CO2 450ppm 安定化
シナリオ

450ppm 
安定化対策

CO2排出も420億tに達し、
CO2濃度450ppm安定化のためには
190億㌧の削減が必要

出典:IEA World Energy Outlook2007

化石資源量 非在来石油も含めると280年分
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オイルシェールオイルシェールオイルサンドオイルサンド原油原油

9,0909,090億トン億トン

（（33兆兆47004700億ﾊﾞﾚﾙ）億ﾊﾞﾚﾙ）

石石 炭炭天然ガス天然ガス

1兆2753億ﾊﾞﾚﾙ 9471億ﾊﾞﾚﾙ 3兆5848億ﾊﾞﾚﾙ 181181兆㎥兆㎥

（（11兆兆14001400億ﾊﾞﾚﾙ）億ﾊﾞﾚﾙ）

1兆6744億ﾊﾞﾚﾙ

確認可採埋蔵量
1兆477億バレル
発見期待埋蔵量
6267億バレル

高粘度の重質
油を含む砂・
砂質岩

ベネズエラオ
リノコ川付近
に存在する超
重質油

石油の素となる有
機物を含む堆積岩

約130年分約60年分 約50年分 約40年分
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ロシア 60

原油確認可採埋蔵量*
（2007年末）

1兆3,000億バレル
出典:Oil & Gas Journal

＋

*カナダはオイルサンドを含む

約7.5兆バレル
BP統計、第16回世界石油会議資料、国連訓練調査研究所資料、石油公団資料等

米国要因
70$/B

投機資金流入

100$/B

（+20～30$/B）

原油価格

2008.7
WTI

147$/B
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需給ファンダメンタルズ

地政学的リスク

40$/B

産油国の財政維持に
必要な水準

発電
送電

運輸

低炭素化効率向上

①高効率
天然ガス火力発電

②高効率石炭火力発電

⑥超電導高効率送電

③二酸化炭素
回収貯留（CCS）

④革新的
太陽光発電

⑤先進的
原子力発電

⑦高度道路交通システム ⑧燃料電池自動車 ⑨プラグインハイブリッド・電気自動車 ⑩輸送用バイオマス燃料⑦高度道路交通システム ⑧燃料電池自動車 ⑨プラグインハイブリッド・電気自動車 ⑩輸送用バイオマス燃料

供

給

Cool Earth-エネルギー技術革新計画 <21の重点技術>
2008.3.5 経済産業省公表
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⑲高性能電力貯蔵 ⑳パワーエレクトロニクス 水素製造・輸送・貯蔵2121 水素製造・輸送・貯蔵2121 ③CCS（再掲）

産業

民生

部門横断

⑪革新的材料・製造・加工技術 ⑫革新的製鉄プロセス⑪革新的材料・製造・加工技術 ⑫革新的製鉄プロセス

⑬省エネ住宅・ビル ⑭次世代高効率照明
⑮定置用燃料電池

⑯超高効率
ヒートポンプ

⑰省エネ型情報機器・システム

⑱HEMS/BEMS/地域EMS

需

要

Home Energy Management System
Building and Energy management System
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●家庭用燃料電池の代表仕様●家庭用燃料電池の特徴

家庭用燃料電池の特徴と仕様

電力ロスが少なく、熱も有効利用できる

2009年度販売開始

燃料電池
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基本
仕様

発電効率 36% （ＬＨＶ）

排熱回収
効率

50% （ＬＨＶ）

発電
ﾕﾆｯﾄ

使用燃料 ＬＰガス

サイズ
90cm×90cm
×35cm

貯湯
ﾕﾆｯﾄ

タンク容量 200Ｌ

サイズ
75cm×190cm
×44cm

CO2を30%削減

ＦＣが期待される領域

ＥＶＥＶ ‐ ‐ 都市内移動都市内移動

都 移都 移

中型中型

大型大型 長距離トラック長距離トラック
高速バス高速バス

中・大型乗用車中・大型乗用車

都市バス都市バス
宅配車宅配車

ＥＶＥＶ

ＦＣＨＶＦＣＨＶ

ＰＨＶＰＨＶ

（バイオ（バイオ））

トヨタ自動車株式会社ＦＣ技術部作成 2009

1-4 研究の背景 次世代自動車への期待
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ＦＣＨＶＦＣＨＶ ‐ ‐ 都市間移動都市間移動小型小型

短距離短距離 中距離中距離 長距離長距離

コミュータコミュータ
タウンユースタウンユース

ＥＶは都市（地域）内移動用、ＦＣＨＶは都市間移動用のＥＶは都市（地域）内移動用、ＦＣＨＶは都市間移動用の
パーソナルモビリティとしての期待が大きいパーソナルモビリティとしての期待が大きい
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・世界自動車8社：トヨタ、本田、日産-ルノー、ダイムラー、ＧＭ、フォード、現代、起亜。
2009年9月に、Letter of Understandingに署名、公表

・ＦＣＣＪ：2008年7月に続き、2010年3月にシナリオ改訂版を発表（下記ご参照）

ＦＣＶと水素ステーションの普及に向けたシナリオ

フェーズ１

技術実証

【JHFC-2】

フェーズ２

技術実証＋社会実証

【ポストJHFC】 【開始期】

フェーズ３

普及初期

【拡大期】

フェーズ４

本格普及

【商用期】
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ＦＣＶと水素ステーションの普及に向けたシナリオ

フェーズ１

技術実証

【JHFC-2】

フェーズ２

技術実証＋社会実証

【ポストJHFC】 【開始期】

フェーズ３

普及初期

【拡大期】【開始期】

フェーズ３

普及初期

【拡大期】

フェーズ４

本格普及

【商用期】

フェーズ４

本格普及

【商用期】

2010   2011 202    2026201    2016

最近の動き：民間

「世界自動車8社、FCCJが相次いで2015年普及開始を宣言」
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2010   2011 2025   20262015   2016

FCVユーザーの利便性を確保しつつ
FCV生産･販売台数を拡大
ステーション及び水素の低コスト化
技術開発･規制見直しを継続実施

技術課題の解決と規制見直しの推進
（開発の進展を随時チェック＆レビュー）

社会経済的な視点から、
FCVと水素ステーションの
効用を検証

年
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Ｖ
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ー
シ
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ン
設
置
数

（注）図の縦軸はFCVの台数と水素ステーションの設置数の相対的な関係を示すもの

エネルギー多様化と
CO2排出量削減に貢献

商用ステーションの仕様決定

商用ステーションの設置開始

車種増加によるFCV台数の立上り

ステーションの先行的設置が
特に必要な時期

ステーション設置及び水素コストが
目標に達し、ステーションビジネス
が成立する時期（FCV2,000台/ST）

ステーション 1,000箇所程度※

FCV 200万台程度※

※前提条件：FCVユーザーのメリット（価格・利便性等）が確保されて、順調に普及が進んだ場合
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商用ステーションの仕様決定

商用ステーションの設置開始

車種増加によるFCV台数の立上り

ステーションの先行的設置が
特に必要な時期

ステーション設置及び水素コストが
目標に達し、ステーションビジネス
が成立する時期（FCV2,000台/ST）

ステーション 1,000箇所程度※
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ステーション 1,000箇所程度※
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※前提条件：FCVユーザーのメリット（価格・利便性等）が確保されて、順調に普及が進んだ場合

水素供給インフラの低炭素化への移行イメージ

・既存の製油所水素製造設備を利用し、水素
製造～水素輸送～ステーション供給

・既存のガス供給インフラを利用し、天然ガ
ス輸送～ステーションでの水素製造・供給

⇒安定供給とコスト削減を実現

COCN

2015～2025年 水素普及期

水素トレーラ

水素製造
装置

都市ガスパイプライン （既存）

水素製造装置
（既存）

製油所

Ｈ２
LPG
ナフサ

Ｈ２

LNG

ＬＮＧ基地

水素ステーション

COCN提言概要紹介

出典：産業競争力懇談会（COCN）2009年3月
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・集中製造へ順次集約、水素パイプラインも
導入し、水素ネットワークに展開

・太陽光発電やＣＣＳとの組合せ

⇒「低炭素型水素供給」に移行

2025年～「低炭素化」移行期

日本ＣＣＳ調査株式会社（2008年5月設立）

・日本国内でのCCS大規模実証試験に向けた調査を実施
・電力,鉄鋼,セメント,石油,化学,エンジ他、計29社が出資

水素パイプライン

地中貯留

岩盤貯留層に圧入

回収

大・中規模集中製造

オンサイト製造

二酸化炭素貯留（ＣＣＳ）

Ｈ２

ＣＯ２

Ｈ２

水素タウン
太陽光発電

水素ステーション

ＣＯ２

水素ハイウェイと水素タウン構想

“水素ハイウェイ”構想
高速道ＳＡにステーション設置
し長距離走行にも適したＦＣＶ
の普及を加速

“水素タウン”構想
低炭素社会作りに意欲ある自
治体と連携し、都市内にス
テーションを集中配備

2011～2015年

“社会実証”
2020年

COCN

･ＦＣＶ普及にはユーザー利便性と水素供給の経済性を両立させることが必要

･水素ハイウェイ構想/水素タウン構想により効率的な水素インフラ網構築に取り組む

COCN提言概要紹介

出典：産業競争力懇談会（COCN）2009年3月
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社会実証

ステーション40ヶ所規模

年

“普及初期”

ステーション1,000ヶ所
車両推定5万台/年

2030年

2015年

普及開始

“本格商用期”

ステーション5,000ヶ所
車両推定100万台/年

ＦＣＶ普及と水素供給インフラ整備の意義

①CO2排出量の削減
車両起因のCO2排出量は1/2以下、CCSや再生可能エネルギーと組合せで約80%減1)

⇒2050年までの累計削減量は約9億t-CO2
⇒経済価値は約9兆円

②エネルギー輸入の削減
車両の消費エネルギーは1/2以下（ガソリン＋ディーゼル車比較）

⇒5,000万kl/年の輸入エネルギー削減1)

⇒経済価値は3兆円/年

（10,000円/t-CO2 2)で評価）
<CO2排出量 試算>

出典:JHFC

燃料電池自動車(例)

ガソリン車

ガソリンハイブリッド

ディーゼル車

50 100 150 g-CO2/km

出典：産業競争力懇談会（COCN）2009年3月

COCNCOCN提言概要紹介
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⇒経済価値は3兆円/年 （原油価格100$/バレル3)で評価）

③国際競争力の強化
世界に先駆けてFCV普及を進めることで、すでに世界のトップランナーである我が国の
自動車関連産業の国際競争力を更に強化。

④新たな産業・雇用の創出、地方の活性化
FCV製造（ものづくり）・水素供給（インフラ整備）に関連する新たな産業・雇用創出

「水素タウン」構築を通じた地方の活性化

注記： 1)ガソリン車との比較、JHFC検討結果より試算、2)IEA、ドイツ等の評価を参考にした長期的な見込み、3)総合資源エネルギー調査会による2030年想定
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輸送部門における低炭素化試算例

ＣＯ２排出量
（相対値）

80

100
2015年燃費基準対応

軽自動車EV化

内燃機関の効率向上（ハイブリッド化等）

軽自動車のＥＶ化が２０１０年以降速やか
に進展し、２０３５年頃に全数置換完了

80

100
2015年燃費基準対応

軽自動車EV化

内燃機関の効率向上（ハイブリッド化等）

軽自動車のＥＶ化が２０１０年以降速やか
に進展し、２０３５年頃に全数置換完了

出典：産業競争力懇談会（COCN）2009年3月

COCN

中長期の温室効果ガス削減目標値を達成するには輸送部門の低炭素化が不可欠

ＦＣＶ普及は、温室効果ガス削減に対し量的に大きな寄与が期待される

COCN提言概要紹介
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2010年 2020年 2030年 2040年 2050年

FCV低炭素(再生可能)型

FCV低炭素(CCS)型

FCV普及型

EV低炭素型

EV現状

ディーゼル

軽自動車

ガソリン一般

ガソリン乗用車、
ディーゼル車をFCV化

FCV用水素の低炭素化
（CCS・再生可能利用）

ガソリン乗用車、ディーゼル車のＦＣＶ化が
２０１５年以降速やかに進展し、２０５０年

頃に全数置換完了する

２０３０年以降、ＣＣＳの実用化により水素
製造時のＣＯ２分離回収が進展
再生可能エネルギーに由来する水素の利
用も進展する0
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FCV低炭素(再生可能)型

FCV低炭素(CCS)型

FCV普及型

EV低炭素型

EV現状

ディーゼル

軽自動車

ガソリン一般

ガソリン乗用車、
ディーゼル車をFCV化

FCV用水素の低炭素化
（CCS・再生可能利用）

ガソリン乗用車、ディーゼル車のＦＣＶ化が
２０１５年以降速やかに進展し、２０５０年

頃に全数置換完了する

２０３０年以降、ＣＣＳの実用化により水素
製造時のＣＯ２分離回収が進展
再生可能エネルギーに由来する水素の利
用も進展する

(1) メンバー：

新日本石油、出光興産、コスモ石油、ジャパンエナジー、昭和シェル石油

東京ガス、大阪ガス、東邦ガス、西部ガス、

岩谷産業、大陽日酸、日本エア・リキード、三菱化工機、川崎重工

社会実証試験を推進し、技術開発成果や新たな基準の運用実績を蓄積することで、規制見
直し・法改正等の普及環境整備につなげ、ＦＣＶ普及開始を実現する

水素供給・利用技術研究組合（ＨｙＳＵＴ）
“The Research Association of  Hydrogen Supply/Utilization Technology”
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(2)設立： 2009年7月31日

(3)事業内容: 
水素供給インフラの設置運営
燃料電池車等への水素供給

(4)期間： 2009年～2015年度

高圧水素ローリー

水素製造装置
（既設）

製油所

ローリー
輸送

一般ユーザーの
ＦＣＶ走行

ステーション
建設・運営

ＦＣＶ・ＦＣバス

水素ステーション

パイプライン輸送

製油所
出荷

水素
販売

Ｈ２

純水素FC水素タウンＬＮＧ基地

Ｈ２
水素製造

都市ガスパイプライン
（既設）

水素タウン（福岡）
１．水素パイプラインによる水素供給技術の実証
２．純水素型定置用燃料電池の面的運転実証
３．純水素を燃料とする各種アプリケーションの実証

水素ハイウェイ（首都圏）

１．水素ステーションを核とした水素供給網の面的実証
２．ＦＣバス／ハイヤーの高速道路を使った定期運行

水素ハイウェイ実証イメージ 水素タウン実証イメージ

ＦＣＶハイヤー 水素ステーション

水素ステーション

ＦＣＶハイヤー
北九州水素ステーション

業務用純水素燃料電池

経済産業省
「水素利用社会システム
構築実証事業」

「福岡Hy-Lifeプロジェクト」

HySUT ２００９～２０１０年度社会実証
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高速道路
（20km)

高速道路
（80km)

成田空港

都心

羽田空港

水素ステーション

ＦＣバス ＦＣＶハイヤー 水素供給パイプライン

集合住宅/戸建住宅
（家庭用純水素燃料電池）

2011-2015の技術・社会実証：ＦＣＣＪで計画案策定中

コスト

・輸送、貯蔵技術のブレークスルー

・水素ステーションの建設・運営コストの低減

キーワード

安全性と経済性の両立

水素エネルギー普及の阻害要因

16

法規制

安全性と経済性の両立

・高圧ガス取締法（各種機器，保安距離等）

・消防法 （既存ＳＴとの併用）

・建築基準法 （取り扱い数量）

法の再点検が必要

法規制緩和

【関連法規】

高圧ガス保安法、消防法、建築基準法

規制当局への
働きかけ

将来の法規制

法規制緩和を見据えた技術開発
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技術開発

重点項目
の抽出

リスク評価

現行法規制対応にて
安全性保証

将来の法規制
緩和を見据えた
技術開発が必要
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